
「総合審査」方式－より多角的に－

個別の小区分にとらわれることなく審査委
員全員が書面審査を行ったうえで、同一の審
査委員が幅広い視点から合議により審査。

※基盤研究（Ｓ）については、「審査意見書」を活用。

・特定の分野だけでなく関連する分野からみ
て、その提案内容を多角的に見極めること
により、優れた応募研究課題を見出すこと
ができる。

・改善点（審査コメント）をフィードバック
し、研究 計画の見直しをサポート。

最大４００余の細目等で
公募・審査

中区分（６５）で公募
小区分を複数集めた審査区分

小区分（３０6）で公募
これまで醸成されてきた多様な

学術に対応する審査区分

大区分（１１）で公募
中区分を複数集めた審査区分

科研費の公募・審査の在り方を抜本的に見直し、
多様かつ独創的な学術研究を振興する

細目数は３２１、応募件数が最多の
「基盤研究（Ｃ）」はキーワードにより
さらに細分化した４３２の審査区分で審
査。

若手研究（Ａ)            
（Ｂ）

基盤研究（Ｓ）

基盤研究（Ａ）
（Ｂ）
（Ｃ）

若手研究

基盤研究（Ｂ）
（Ｃ）

基盤研究（Ｓ）

・ほとんどの研究種目で、細目ごとに同
様の審査を実施。

・書面審査と合議審査を異なる審査委員
が実施する２段審査方式。

※「挑戦的萌芽研究」を発展・見直し、平成２９年度公募か
ら新設した「挑戦的研究」では、「中区分」を使用し、
「総合審査」を先行実施。

「２段階書面審査」方式－より効率的に－

同一の審査委員が電子システム上で２段階
にわたり書面審査を実施し、採否を決定。

・他の審査委員の評価を踏まえ、自身の評
価結果の再検討。

・会議体としての合議審査を実施しないため
審査の効率化。

現行の審査システム（平成29年度助成）

新
た
な
審
査
シ
ス
テ
ム
へ
移
行

「分科細目表」
を廃止

新たな審査区分と審査方式 平成30年度助成（平成29年9月公募予定）～

基盤研究（Ａ）

挑戦的研究

（注）既に人文社会・理工・生物等の「系」単位で審査を行っている大規模研究種目（「特別推進研究」、「新学術領域研究」）の審査区分は基本的に現行どおり。審査方式については、当
該種目の見直しの進捗を踏まえて逐次改善する予定。

科研費審査システム改革２０１８
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科研費「国際共同研究加速基金」

海外で活躍する
日本人研究者

（独）日本学術振興会

海外の
第一線の研究者

国際交流事業
交流拠点形成の支援
国際研究集会の支援

優秀な外国人研究者の招聘

科研費

国際共同研究加
速基金

②新学術領域研究
「国際活動支援班」の設置

我が国の強い研究領域に
おける国際共同研究等の加速

海外特別研究員

 現在、我が国は、少子高齢化や人口減少等の課題を抱えつつ、エネルギー問題等のグローバルな課題に
直面。学術研究が、「挑戦性、総合性、融合性、国際性」といった現代的要請に着目しつつ、学術研究の本
来的役割を最大限発揮することが求められている（平成２７年１月学術分科会報告）。

 一方、「近年、世界では、国際頭脳循環の活発化などにより国際的な研究ネットワークの構築が進展して
いるが、我が国はそうした大きな流れから取り残されている」との懸念が示され（平成２５年８月２９日学術
分科会研究費部会）、我が国の研究活動を活性化させるための方策が求められている。

約１万人

ネットワークの先駆け

①「国際共同研究強化」

将来にわたり当該研究分野を
牽引する教授、准教授等を厳
選して国際共同研究を強化

③日本人研究者の
「帰国発展研究」

海外の日本人研究者の
「呼び戻し」

約７万人
国内研究者

トップ層

派遣

帰国支援

国際共同研究加速基金の概要
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博士課程学生 ７．５万人（学位授与１．３万人／年）

我が国の研究者数 ８４万人
（企業４９万人、大学３２万人、公的機関４万人）

大学所属研究者
３２万人

科研費採択者
７万人

非研究者

0

1

2

3

4

5

6

7

人口千人あたりに占める研究者総数

人口千人あたりに占める大学等の研究者数

（人）
諸外国における

人口千人当たりの研究者数

（注）FTE換算の値

科研費応募資格者２７万人

→ ２０～３０年後
の研究者数？

主要国の人口千人当たりの大学院学生数
日 本： 1.96人 米 国： 5.22人
英 国： 4.76人 仏 国： 9.97人
独 国： 12.02人

出典：「諸外国の教育統計」（2016年度版、文部科学省）

「ＦＴＥ換算で63万人」

「基礎科学力」の担い手の量的規模
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推計パターン
応募件数の
伸び率（年）

採択率の向上 充足率の向上
平成32年度需要額推計

【対平成28年度比】

A-1 1.3%
現状維持

（「主要種目」全体26.4％）
現状維持

（「主要種目」全体70.3％）
2,375億円

【＋102億円、5％】

A-2 1.3%
各「重点種目」30％達成
（基盤B・基盤C・若手B）

〃
2,474億円

【＋201億円、9％】

A-3 1.3% 「主要種目」全体30％達成 〃
2,605億円

【＋332億円、15％】

A-4 1.3% 〃 各「主要種目」80％以上
2,935億円

【＋662億円、29％】

B-1 3.3% 現状維持 現状維持
2,542億円

【＋269億円、12％】

B-2 3.3% 各「重点種目」30％ 〃
2,649億円

【＋376億円、17％】

B-3 3.3% 「主要種目」全体30％達成 〃
2,790億円

【＋518億円、23％】

B-4 3.3% 〃 各「主要種目」80％以上
3,147億円

【＋874億円、38％】

注）応募件数の伸び率（年）1.3％．3.3％は、それぞれ平成13年度、平成24年度から平成28年度にかけての平均値。
（参考）政府研究開発投資に関する基本計画の目標（26兆円）に関し、平成27年度科学技術関係予算（4.1兆円）を基準に毎年同率の伸

び率により達成すると仮定すると、年率8％の増加が必要となる（この場合、平成32年度の必要額が6.1兆円となる）。
→年率8％で科研費の予算が伸びると仮定した場合、平成32年度需要額は3,340億円【＋1,067億円、47％】

科研費に対する需要の推計（第５期科学技術基本計画期末）
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戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）
※国立研究開発法人科学技術振興機構の運営費交付金事業

トップダウンで定めた戦略目標・研究領域において、大学等の研究者から提案を募り、組織・分野の枠を超えた時限的な研究体制（ネットワーク型
研究所）を構築して、イノベーション指向の戦略的な基礎研究を推進するとともに、有望な成果について研究を加速・深化する。

概要

１．文科省において、科学的な価値と社会経済的な価値の創造が両立可能な戦略目標を、客観的根拠を元にトップダウンで策定。

２．「ものになるか」というイノベーション指向の目で優れた基礎研究を採択。単なる実績主義・合議制では採択されない可能性もある、
挑戦的でリスクは高いがイノベーティブな研究課題を採択
※ピアレビューをベースとしつつ、最終的には研究総括（プログラムオフィサー:ＰＯ）が採択を決定（研究総括に責任と裁量）

３．研究者に対して、イノベーション創出に向けて、従来の発想･流れに囚われない研究を奨励

４．きめ細かな研究進捗の把握と有望な研究をイノベーション指向に伸ばすためのケアを実施

事業の特徴

・研究総括の研究マネジメントの下、目標を共有し研究を推進
・全体で年約200件を採択（優れた研究者による高い競争性）、年約900件の研究課題を支援

【イノベーション指向のマネジメントによる先端研究の加速・深化プログラム（ACCEL） 】
・有望な研究成果について、イノベーション指向のマネジメントによって加速・深化

未来のイノベーションの芽を育む個人型研究。
●研究期間 ３年半
●研究費（直接経費）
１人あたり総額 ３～４千万円程度

インパクトの大きなシーズを創出するための
チーム型研究。
●研究期間 ５年半
●研究費（直接経費）
１チームあたり総額 １.５～５億円程度

個人研究者の
公募・選定

領域会議

研究チームの
公募・選定

研究総括

【ＣＲＥＳＴ】 【さきがけ】 【ＥＲＡＴＯ】

研 究 領 域 研究プロジェクト

個人研究者

研究総括

研 究 領 域

アドバイザー

研究
グループ

研究
代表者

研究者

〈研究チーム〉

独創的な研究を、卓越したリーダ－（研究総括）
のもとに展開。
●研究期間 ５年程度
●研究費（直接経費）
１プロジェクトあたり総額１２億円程度を上限

研究総括
アドバイザー

研究主監会議研究主監会議 卓越した人物を研究総括として選抜研究領域の選定、研究総括の選任

戦略目標

文 部 科 学 省

平成２９年度予算額 ：45,821百万円
（平成２８年度予算額 ：46,667百万円）※運営費交付金中の推計額
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若手研究者が活躍できる環境の整備
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出典：「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（平成25年度、文部科学省）を基に内閣府作成

○ 大学教員が平成24年度に得た研究資金（個人又は研究代表者として得た研究資金の金額）は、年齢とともに
平均値、標準偏差が増加（65歳以上を除く）。

○ 一方、中央値で見ると、35歳～44歳がピーク（1.70百万円）。
○ 平均的には若手にも研究費が配分されているが、大型外部資金は一部のシニア教員が獲得していることが推

測される。

若手研究者への研究費
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民間企業研究者（50.6万人）

中堅・シニア教員
若手教員

（テニュアトラック(※2)教
員）

特任教員

ポスドク
（1.6万人）

大学院（博士）
（7.4万人）
うち理系5万人

（※1）

大学院（修士）
（16万人）
うち理系10万人

公的機関研究者（3.1万人）

（出典） 学生数：「学校基本調査」（平成27年度、文部科学省）、研究者数：「科学技術研究調査報告」（平成27年）
ポストドクター数：「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査」 （平成24年度実値）

大学等研究者（32.1万人）

（※1） 理系とは、理学・工学・農学・保健分野
（※2） 若手研究者が、任期付きの雇用形態で自立した研究者として

経験を積んだ後、厳格な審査を経て、より安定的な職を得る制度

安定した研究環境（任期無しポスト等）の確保 研究費支援主な施策：

○特別研究員事業（DC・PD）(H29予算額：161億円)

○卓越研究員事業(H29予算額：15億円)

○国立大学改革強化推進補助金（特定支援型）
(H29予算額：32億円)

国立大学運営費交付金等の基盤的経費

○科学研究費助成事業（特に「若手A.B」）(H29予算額：2,284億円)

○戦略的創造研究推進事業（特に「さきがけ」）(H29予算額：458億円)

●わが国研究者の人材システムが硬直的
→人材システム全体を俯瞰したマクロ政策の実施

●優れた若手研究者の確保が難しい
→優秀な者が研究者を目指すための

サポートの強化

●若手研究者が研究に打ち込む環境にない
→安定かつ自立して研究できる環境の創出

○博士課程教育ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(Ｈ29予算額：150億円)

教育拠点の形成

若手研究者の育成・活躍促進に関する支援施策
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若手研究者海外挑戦プログラム 平成29年度予算額：260百万円

博士後期課程学生等

日本学術振興会

申請 選考・支援

海外という新たな環境へ挑戦し、３か月～１年程度海外の
研究者と共同して研究に従事する機会を提供することを通じ
て、将来国際的な活躍が期待できる豊かな経験を持ち合わせ
た博士後期課程学生等の育成に寄与する。

新規支援人数として、１４０人程度を支援する。

 より一層若手の段階から支援できるよう博士後期課程学生
を含めた若手研究者を対象

 ３か月～１年程度のうち、研究分野・研究テーマに応じて最
適な期間を設定可能

 派遣されたことにより、派遣先での研究テーマを日本に持ち
帰り、自らの研究論文が発展することが見込まれる。

 我が国の総論文数に占める被引用回数トップ10％論文の占める割合が低下（内閣府H27年12月）。また、日、米、独、仏、英、
中、韓のうち我が国の占める国際共著論文数割合が減少傾向（科学技術指標H25統計集）。

 我が国の中長期海外派遣者数は減少傾向（文部科学省「国際研究交流の概況」）。28日以上の海外渡航経験のない者が76%

（任意抽出した我が国の100大学に所属するポスドク及び博士後期課程学生に対するアンケート調査結果 H28年6月日本学術
振興会実施）。

 85％が海外渡航に興味を有するが、資金的な問題等が制約となり海外渡航の予定のない者が78％（同上アンケート調査結
果）。

対象者 博士後期課程学生等

支援内容 往復航空賃
滞在費・研究活動費

研究期間 ３か月～１年程度

採用人数 １４０人程度

 これまで国内で実施していた研究と異なる分野の海外受
け入れ研究者の元で試料採取および同定技術の習得

 既に国内で実施していた共同研究を発展させ、海外にしか
ない最新の装置を使用した実験および詳細解析

 海外にしかいない珍しい生物・化石・症例・検体等の分析
および海外研究者からの研究指導

【海外渡航例（３か月）】

現 状

特 長事業概要
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特別研究員事業

特別研究員
（ＤＣ）

特別研究員
（ＲＰＤ）

特別研究員
（ＰＤ）
（ＳＰＤ）

【対象：博士の学位取得者等、 研究奨励金：年額 434.4万円（PD）、535.2万円（SPD）、 採用期間：3年間】
○ 博士の学位取得者等で優れた研究能力を有する者（PD）及び世界最高水準の研究能力を有する者（SPD）が、大学等の研究機関で研究に専念

し、 研究者としての能力を向上できるよう支援
○ 支援人数 PD： 1,047人 ⇒ 1,000人（新規 305人→353人）（4,548百万円⇒4,344百万円）

SPD： 36人⇒ 36人（新規 12人→12人）（193百万円⇒193百万円）

【対象：出産・育児による研究中断から復帰する博士の学位取得者等、 研究奨励金：年額 434.4万円、 採用期間：3年間】
○ 博士の学位取得者等で優れた研究能力を有する者が、出産・育児による研究中断後、円滑に研究現場に復帰することができるよう、大学等の

研究機関で研究に専念し、研究者としての能力を向上できるよう支援
○ 支援人数 200人⇒ 214人 （新規 75人→64人）（869百万円⇒930百万円）

【対象：博士課程（後期）学生、研究奨励金：年額 240万円、採用期間：3年間（DC1）、2年間（DC2）】
○ 優れた研究能力を有する博士課程（後期）学生が、経済的に不安を感じることなく研究に専念し、研究者としての能力を向上できるよう支援
○ 支援人数 4,425人 ⇒ 4,386人 （新規 1,915人→1,807人）（10,620百万円⇒10,526百万円）

事業の概要

優れた若手研究者に対して、その研究生活の初期において、自由な発想のもとに主体的に研究課題等を選びながら研究に専念する機会を
与えるため、特別研究員として採用・支援することで、我が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者の養成・確保を図る。

「第５期科学技術基本計画」（平成28年1月22日閣議決定）（抜粋）
第4章 （1）①知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進
ⅰ）若手研究者の育成・活躍促進

・ 国は、若手研究者が研究能力を高め、その能力と意欲を最大限発揮できるための研究費支援
等の取組を推進する。

ⅲ）大学院教育改革の推進
・ 国は、各機関の取組を促進するとともに、フェローシップの充実等を図る。これにより、「博士課

程（後期）在籍者の２割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す」との第３期及び第４
期基本計画が掲げた目標についての早期達成に努める。

（参 考）

平成29年度予算額： 16,082百万円
（平成28年度予算額： 16,319百万円）

博
士
課
程
学
生

ポ
ス
ト
ド
ク
タ
ー

■特別研究員終了後の就職状況
平成27年4月1日現在

「科学技術イノベーション総合戦略2016」（平成28年5月24日閣議決定）（抜粋）

【
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了
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ら
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年
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後
】

【
Ｄ
Ｃ
採
用
終
了
か
ら1
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年
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第3章（1）Ⅰ知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進
〇若手研究者の育成・活躍促進

・博士課程学生への経済的支援を充実させるため、特別研究員事業（DC）及びﾌｪﾛｰｼｯﾌﾟ・
TA・RA等に対しても活用可能な競争的な経費の充実を図る。
・若手研究者等が独立して研究可能な競争的資金による独創的な研究を促進するとともに、
若手研究者等の独創性・新規性に富む研究を支援し、人材育成を促進する。 60



①我が国が国際的な優位性と卓越性
を示している研究分野

②社会において多様な価値・システム
を創造するような、文理融合領域、
学際領域、新領域

③将来の産業構造の中核となり、経済
発展に寄与するような新産業の創
出に貢献する領域

④世界の学術の多様性を確保すると
いう観点から我が国の貢献が期待
される領域

背景と必要性

目的・基本的な枠組み 博士人材育成の場としての対象領域

＊養成したい人材像や連携機関の実情に応じた適切な連携方法によって自由な構想作り
が出来るよう、多様な方式を認めるべき。

新たな知の創造と活用を主導する
博士人材を育成するため

「卓越大学院（仮称）」
を組織的に連携して大学院教育プログラムを形成

（※世界最高水準の教育力・研究力を具備）

Ａ
研
究
科
・専
攻

Ｂ
研
究
科
・専
攻

Ｃ
研
究
科
・専
攻

Ｄ
附
置
研

Ａ大学

Ａ
研
究
科
・専
攻

Ｂ
研
究
科
・専
攻

Ｂ大学

・・・

民
間
企
業

共同研究
への

学生参加

教員－研究者
人事交流

社会人の
博士号取得促進

海外の
トップ
大学等

大学共同
利用機関

国立研究
開発法人

学生を選抜・教員参画

卓越大学院（仮称）構想に関する基本的な考え方について（概要）①

平成２８年４月 卓越大学院（仮称）検討のための有識者会議

 我が国の経済成長が低迷する中で、これまでの政策で蓄積された人材や世界的に高い評価を得ている学術研究の強みを活かせる今こそ、
「卓越大学院（仮称）」形成が必要であると提言。（※平成27年（2015年）９月 中央教育審議会「未来を牽引する大学院教育改革（審議まとめ）」）

 優秀な日本人の若者の博士離れは、将来の国際競争力の地盤沈下をもたらす深刻な事態。若手人口減少の中、アジアを含めて世界から優
秀な学生を惹きつけることも重要。

 大学院教育に対し、ソーシャル・イノベーションを生み出し新しい社会を創造できる人材の育成が期待されている。
 同じ研究領域・分野等に取り組む大学院が機関を超えて連携すれば、大学院教育の競争力向上が見込まれる。
 研究大学では、優秀な大学院生に対する密な研究指導を行い、優先的・重点的にその能力を高め活かしていくことが課題。

共同研究
への

学生参加

教員－研究者
人事交流

＊上記①～④の複数に該当する申請も可能とし、領
域横断的な審査も可能とする仕組みを検討
することが期待される。
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支援方法・支援対象等

卓越大学院（仮称）構想に関する基本的な考え方について（概要）②

【原則】各大学院において検討される独自の構想作りに期待し、申請に当たり必須として求める要件はなるべく少なくすべき。

【支援方法・支援対象】国は、競争的な環境の下で重点的に支援を実施。国公私立の大学が申請可能。競争的な審査を経て支援先を決定する
方式を採用すべき。
申請主体は大学。大学本部のコミットメントと定着化に向けた計画の策定を求めることが必要。

【事業期間】10年間とすることが望ましい

期待される取組等

 既存の研究科等や機関の枠を超えて、修士・博士一貫した
体系的な教育課程を編成して、高度な研究を通じ、組織的
な教育を実施

（既存研究科・専攻の下における横断的プログラム

の設定／新研究科・専攻創設のいずれも可）

 連携先との教育理念等の共通理解
 学生の厳密な質保証（QE等の導入）

 優秀な学生へ生活費相当額の経済的支援を実施
（産学共同研究に参画する際はRA雇用経費に計上、支援期間の柔軟化等）

 優秀な社会人の博士号取得促進

（早期修了・長期履修制度の活用、社員に対する博士号取得促進）

 大学と連携先機関との若手教員の人事交流の実施

（クロスアポイントメント制度等の活用、大学⇒企業の派遣増のための

企業の協力を期待）

 産学共同研究の場への学生の参画
 企業における博士人材の採用・活用促進
 学生が論文発表できる領域等に関する組織的な事前合意
 「組織」対「組織」の交渉の上で、企業による積極的な投資

（間接経費込）を期待

～産学共同研究の場を活用する場合～

＜教育力の観点＞ ＜優秀な大学院生・教員を結集する観点＞

＜人材育成の場としての研究の観点＞

開始時期と
審査等

 平成28年度（2016年度）より、各大学院において構想づくり開始。
 学内調整・連携先機関との密な協議に要する時間を勘案し、文部科学省による事業支援は、平成30年度（2018年

度）から本格実施する方向で検討。
 目的達成の過程に高いハードルが予想されること、支援終了後の継続性を見極める必要性があることなどから、文科

省は、支援先を決定するための審査については、慎重かつ時間をかけ、丁寧に行うことが重要。
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博士人材データベース（JGRAD）の構築

データ連携

博士人材DB 文部科学省・NISTEP

researchmap

科学技術振興機構
国立情報学研究所

博士課程
在籍時

JREC-IN

博士課程
修了時

民間企業に就職
・海外へ移動
・非研究開発職

国内の大学・公的
研究機関で研究開発職

データ連携を検討

• データは通常非公開
• アンケート実施などにより、情報の

更新、追加の情報取得を行う
• 認証・法人評価にも活用可能

各大学
各大学

• データベース型のWEBサイト
• 情報・サービス提供等のインセン

ティブによりデータ入力を促進

登録者本人もしくは大学による入力
（基本情報、属性情報、進路情報）

対象者

登録者本人による入力
（進路情報）

出典： 「博士人材データベースの設計と活用の在り方に関する検討」 (平成26年11月、科学技術・学術政策研究所)

【目的・必要性】

大学院教育に対し、グローバル化や産業界のニーズに対応した博士人材の育成が求められている

博士課程修了後の進路情報の取得は限定的で、博士人材の社会での活躍状況を把握する体制が整えられていない

大学等との連携により、博士課程修了後の継時的なキャリア追跡を可能とする情報基盤として、博士人材DBを整備

科学技術・学術政策研究所
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✔ 新陳代謝が進まず教員が高年齢化し、優秀な若手研究者のポスト待ち

✔ 若手研究者が安定した環境で挑戦できる機会を拡充するため、若手研究者へのポスト振替の取組を支援

【概要】
シニア教員から若手研究者へのポスト振替を進めるなど若手研究者の
安定的なポスト拡大を図る先導的な取組を重点的に支援。

○人 数 ： 150名程度
○支援内容 ： 人件費：年間600万円（５年を限度）※承継職員に切替るまで

（初年度に限り、予算の範囲内においてスタートアップ支援経費を措置予定）

若手研究者採用に関する支援

✔ 若手研究者の増のためには、適切な人件費管理や教員の年齢構成の是正も含めた人材マネジメント強化のための計画
的な人事給与システム改革が必要

✔ 平成２９年度の補助金の申請にあたっては、人事給与システム改革計画の提出を求め、補助金交付の検討に活用

【人事給与システム改革計画の内容例】

○教員の年齢構成の是正にかかる方針・方策
（例）若手採用人数、シニア教員の早期退職の方策

○年俸制・クロスアポイントメント制度等の方針・運用計画

○教員（業績）評価制度の構築・運用方法
（例）学問分野や年齢等に応じたきめ細かな業績評価制度（例えば55歳を超えたシニア教員の再審査制等）の構築

○人材流動性を高める方策
（例）他大学・海外大学出身者の採用（インブリーディング改善の方策）、国際公募も含めたリクルート 等

◆国立大学改革強化推進補助金（国立大学若手人材支援事業）（平成29年度予算額 ：32億円）

【国立大学経営力戦略】
“人事給与システム改革と業績評価に関する中期目標期

間を通じた計画を各国立大学において策定する”

教授
（運営費交付金）

助教等の承継教員ポスト
（運営費交付金）

本補助金による
暫定的雇用

承継職員に切替えるま
での人件費を措置

（退職）

（5年目）（１年目）

（国立大学改革強化推進補助金における支援のイメージ）

（若手研究
者）

✔ 補助金交付の翌年度以降は、教員の年齢構成の是正状況等の改革計画の進捗状況を確認

国立大学改革強化推進補助金（若手研究者の活躍の場の拡大）
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➢優秀な研究者の新たなキャリアパスを提示することにより、不安定な雇
用によって、新たな研究領域に挑戦し、独創的な成果を出すような若手
研究者の減少を防ぎ、若手を研究職に惹きつける。

➢産学官の様々な研究機関における研究者の活躍を促進することによ
り、分野、組織、セクター等の壁を越えた人材の流動性を高め、急速な
産業構造の変化への対応を図る。

➢ 「第４次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」を受け、ＡＩ、Ｉｏ
Ｔ、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ等の分野における若手研究者の活躍を促進する。

➢国立大学については、「国立大学経営力戦略」等に基づく自己改革を
基盤として、若手研究者が活躍できる環境を整備する。

卓越研究員事業

卓越研究員

ピアレビュー、
候補者決定（※２）

若手研究者が「卓越研究員」に申請

希望が一致した
機関での雇用

趣旨

○研究領域 ： 自然科学、人文・社会科学の全分野
○人 数 ： １００名程度（平成２９年度新規分）
○受入機関 ： 国公私立大学、国立研究開発法人、民間企業等
○支援内容 ： 1人当たり研究費：年間６百万円程度（２年間）

研究環境整備費：年間２～３百万円程度（５年間）
※人文・社会科学系は、それぞれ３分の２程度の額を支援予定

※その他、審査等経費を計上。

概要

受入れ希望機関が
ポストを提示(※１)

受入れポストの
一覧化公開

国・JSPS

制度概要

指定国立大学法人

特定国立研究開発法人

民間企業

大学

卓越大学院（仮称）

※１．受入れポストの主な要件
・学長等のリーダーシップに基づき、受入れ希望機関の将来構想に基づく ポ
ストであって、 若手研究者の自立的な研究環境が用意されていること

・年俸制（無期）、又は当初の雇用期間が５年程度（民間においては３年程
度）かつ当該期間後のテニュア化等の条件を明示していること 等

※２．産学官の研究機関で活躍し得る意欲や柔軟性を有し、新たな研究領
域の開拓等を実現できるような者を選定。

国公私立大学

国立研究開発法人

平成２９年度予算額 ：1,510百万円
（平成２８年度予算額 ：1,000百万円）

○第５期科学技術基本計画（抄）（平成28年1月22日閣議決定）
優れた若手研究者に対しては、安定したポストに就きながら独立した自由な研究

環境の下で活躍できるようにするための制度を創設し、若手支援の強化を図る。
○日本再興戦略2016 （-第４次産業革命に向けて-）（抄）（平成28年6月2日閣議決定）

優れた若手研究者が安定したポストと自由な研究環境で活躍できることを可能に
する卓越研究員制度については、（中略） 制度を着実に推進する。

《卓越研究員》
・ 新たな研究領域に挑戦するような若手研究者が、安定かつ自立 して

研究を推進できる環境を実現
・ 全国の産学官の研究機関をフィールドとして活躍し得る若手研究者の

新たなキャリアパスを開拓
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66, 79%

3, 4%

10, 12%

4, 5%

大学

大学共同利用機関

国立研究開発法人

民間企業

○機関種別に見ると、各機関からの提示を受け一覧化公開されたポストは民間企業が
30％を占めるが、卓越研究員のポストは大学が約80％を占め、民間企業は４％。

190, 60%

4, 1%

26, 8%

96, 30%

1, 1%

一覧化公開ポスト数

＜計 ３１７件＞

卓越研究員のポスト

＜計 ８３件＞ 民間企業は
４％一覧化公開

ポストの

３０％は民間
企業

大学は約８０％

平成２８年度卓越研究員事業における卓越研究員の状況（機関別）
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国内外の多様なセクター
から第一級の教員を結
集した密接な指導体制

産・学・官の参画による
国際性・実践性を備えた

現場での研究訓練

専門の枠を超え、知の基
盤を形成する体系的教
育と包括的な能力評価

優秀な学生が切磋琢磨
しながら、主体的・独創

的に研究を実践

博士課程教育リーディングプログラム（平成23年度～）

明確な人材養成像を設定。博士課程前期・後期一貫した世界に通用する質の保証された学位プログラムを構築
国内外の多様なセクターから第一級の教員・学生を結集した密接な指導体制による独創的な教育研究を実施
世界に先駆け解決すべき人類社会の課題に基づき、産・学・官がプログラムの企画段階から参画。国際性、実践性を

備えた研究訓練を行う教育プログラムを実施

専門分野の枠を超え俯瞰力と独創力を備え、広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーの養成

修了者のキャリアパス、博士が各界各層で活躍していく好循環を確立

リーディング大学院

入試

リーダーとしての質を保証
博士論文

研究計画書審査

プログラムの企画段階から産・学・官が参画

大学
国際
機関

行政
機関

企業
研究
機関

専攻分野の選択

コースワーク

研究指導

分野を超えた研究室ローテーション等

コースワーク

基礎的能力の包括的審査

専門基礎教育

入試

研究指導

修士論文

博士論文

研究指導

講座・
研究室

入試

従来の博士課程教育

平成29年度予算額： 150億円
（平成28年度予算額： 170億円）

採択件数：33大学62件
補助期間：最大7年間

在籍学生数：約3,500人
（平成28年3月時点）
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49.3%

40.8%

15.7%

11.2%

1.3%

20.0%

30.4%

21.4%

2.0%

1.9%

1.3%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リーディング修了者

（平成２５～２７年度末修了）
(n=306)

大学院活動状況調査

（平成２６年度末修了）
(n=9,024)

大学 公的研究機関 医師等 民間企業 官公庁 その他

大学・公的研究機関のポスドク内訳

ポスドク人数

リーディング
プログラム
修了者

大学 117名

公的研究機関等 19名

合計
（全就職者中の割合）

136名
（44.4％）

全博士課程
修了者

合計
（全就職者中の割合）

1,762名
（19.5％）

（151名） （48名）

（4名）

（93名）

（6名） （4名）

（3,682

名）
（1,010

名）
（1,805

名）
（1,927

名）

（171名）（429名）

民間企業・官公庁に就職した割合：
32.4％

23.2％

○リーディングプログラム修了者の約３人に１人が民間企業・官公庁に就職。国内外の
大学・公的研究機関・民間企業・官公庁等の多様なセクションで活躍。

【主な就職先】
（大学・公的研究機関）北海道大学、東北大学、千葉大学、東京大学、東京工業大学、東京学芸大学、名古屋大学、京都大学、大阪大

学、九州大学、首都大学東京、慶應義塾大学、早稲田大学、オックスフォード大学、ロンドン大学、マサチューセッツ工科大学、カリ
フォルニア大学、国立天文台、高エネルギー加速器研究機構、理化学研究所、国立感染症研究所、国立環境研究所、新エネル
ギー・産業技術総合開発機構、マックス・プランク研究所 等

（企業・官公庁）旭化成、ＮＥＣ、大塚製薬、積水化学工業、中外製薬、テルモ、東芝、パナソニック、日立製作所、富士フイルム、有限責
任監査法人トーマツ、Bosch、文部科学省、特許庁

※大学院活動状況調査については、現職を継続する社会人を除く。
※大学院活動状況調査の結果には、いわゆる「満期退学者」も含まれる。
※大学院活動状況調査については、ポストドクター1,762名の所属機関種が特定できないため、ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（2014年12月 科学技術・学術政策研究所）のポストドク

ター等の所属機関種（大学：75.6％、それ以外：24.4％）に基づき、大学と公的研究機関に按分して計上。

出典： リーディング修了者は平成２７年度実施状況報告書等より文部科学省作成

（平成２５～２７年度末）リーディングプログラム修了者の就職状況
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研究をめぐる制度やルールの見直し
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◆今後の取組
 科学技術イノベーション総合戦略2015に基づき、全府省的な取組を担う内閣府において、

「研究資金に関する関係府省連絡会」を開催（H.27.9～）。
－ 競争的資金に関する政府全体の取組の徹底・フォローアップ、競争的資金以外の競争的研究費

への同様のルールの拡大
－ 他府省や民間の研究資金における間接経費の適切な措置
－ 研究設備・機器の共用の一層の促進 等

◆これまでの主な取組
文科省では科研費を中心に、競争的資金の制度改善に先行的に取り組んできた。総合科学技術・
イノベーション会議においては、文科省の取組をベースに、政府全体での制度改善を実施。

＜使い勝手向上に向けた政府全体でのルール統一＞
翌年度への研究費の繰越し手続きを簡素化（H24） ■費目間流用ルールを統一（H26）
主に年度末（３月末）としてきた各種報告書の提出時期を５月末まで延長（H27）
旅費・消耗品について、複数研究費の合算による使用を可能に（H27）

＜間接経費を活用した研究基盤の強化＞
文科省の競争的資金については、間接経費原則30％を措置済
28年度予算において、文科省の全競争的研究費に間接経費を原則30％措置（新規採択分）
他府省の研究資金については、間接的経費の試行的な措置についてH.28.3.31に関係府省申合せ

＜研究設備・機器の共用の促進＞
科研費において複数課題での合算使用による共同購入を可能とし（H24）、その後、科研費とJSTの競争

的研究費の合算使用を可能に（H26）
政府全体では、競争的資金で購入した研究機器について、他の研究での一時的な使用が可能に（H27）

競争的研究費の制度改善の取組について
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事前評価（採択） 中間評価 事後評価 追跡評価

科研費
（大型種目）

（評価基準）
学術的重要性・妥当性
波及効果・普遍性
研究遂行能力

等

開始３、４年目を目途

（評価基準）
研究の進展状況
これまでの研究成果
研究目的の達成見込み

等

終了翌年度

（評価基準）
研究目的の達成度

等

終了５年後

（評価基準）

研究者のその後研究
の発展

他の研究者による成果
の活用状況

等
※「特別推進研究」のみ

科研費
（中型・小型種目）

毎年度の自己評価を行うとともに、研究成果が公開され、学界の厳しい相互
評価にさらされる。また、研究成果は、次の新規申請の際に評価される仕組
みとなっている

科学研究費助成事業における評価スキーム
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事前評価（採択） 中間評価 事後評価 追跡評価

戦略的創造研究推
進事業（ＣＲＥＳＴ）

（評価基準）

戦略目標の達成への貢
献
研究領域との合致性
独創性
イノベーションへの寄与

等

「さきがけ」では、上記に
加えて「挑戦性」を評価

開始３年目を目途

（評価基準）
研究目的の達成状況
実施状況
波及効果

等

終了年度

（評価基準）
研究目的の達成状況
実施状況
波及効果

等

終了５年後を目途

（評価基準）

研究領域全体につい
て
成果の発展・活用状況
波及効果

等

戦略的創造研究推
進事業（さきがけ）

実施せず

※上記のほか、事業全体についての総合的な評価を行う国際評価を実施。

戦略的創造研究推進事業における評価スキーム
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